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１．１ 将来ビジョン 

（１） 地域の実態 

 

①地域特性 

・地理的条件 

本市は、宮城県北東部の北上川の河口に位置し、555ｋ㎡の市域を有する風光明媚

な県下第二の都市である。 

太平洋に面し、海洋性気候で、内陸地方と比較すると寒暖の差が少なく、東北地

方の中では年間を通して比較的温暖な地域であり、降雪量も少なく、日照時間も長

い。 

・地域資源 

金華山沖漁場は、世界三大漁場の一つと呼ばれ、石巻魚市場では、年間を通して

200種類以上の魚が水揚げされ、高度衛生管理型施設の導入により、海外への輸出

も視野に入れた国内最大級の「地方卸売市場」として、安全で安心な魚を提供して

いる。 

また、内陸部は、河南・桃生地区を中心に広い平野と北上川がもたらした肥沃な

土壌を生かした稲作を基幹としながら、施設野菜や花き等の園芸作物、肉用牛生産

等の畜産経営を組み合わせたバランスのとれた複合経営農業が展開されている。 

・産業構造 

産業分類別の従事者数については、全国との比較（特化係数※）では、特に「漁

業」が著しく高い。2011年 3月の東日本大震災後、特化係数は大きく落ち込むもの

の、依然としてその割合は高い。 

また、震災前は、「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「卸売業・小売業」

などが全国の値を超えていたが、震災後は「建設業」の比率が高まり、「生活関

連」・「宿泊業」などが減少している。 

※特化係数：産業分類別の構成比率について、石巻市の値を全国値で割って求めた値 

・東日本大震災 

2011年３月 11日 14時 46分、東北地方太平洋沖地震が発生。国内観測史上最大

となるマグニチュード９.０、震度６強の激しい揺れと、その後に沿岸域全体に襲来

した巨大津波は、防潮堤を破壊し、多くの人命を奪い、住まいや働く場、道路や港

湾、漁港など多くの財産が失われた。 

震災以降、被災者の住まいの整備を始めとした復旧・復興事業を最優先事項とし

て着実に進め、現在も復興事業の完遂に向け取り組んでいるところである。 

１．全体計画 
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・人口動態 

全国の地方都市と同様に、少子高齢化とともに人口減少が 1985年頃から始まり、

さらには 2011年３月の東日本大震災による人口流出という二つの人口減少が重なる

危機的な状況に直面することとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・既存の取組「JR石巻駅周辺の津波復興拠点整備」 

JR石巻駅周辺に保健・福祉・医療・行政・防災等の拠点を集約整備し、災害時の

市民・来訪者の避難及び市民生活の復旧支援を迅速・確実に実施する体制を整備す

るとともに、市立病院と連携し、地域包括ケアシステムを市内各地で展開してい

る。 

・既存の取組「半島沿岸部の拠点整備」 

東日本大震災により、壊滅的な被害を受

けた半島沿岸部では、被害が比較的少なか

った内陸部や市外に人口が移動し、急激な

人口減少及び高齢化が進むこととなった。 

特に人口減少が深刻な雄勝、北上、牡鹿

の３地区においては、各地区の総合支所を

中心としたエリアに、行政、商工、観光機

能等を集約した拠点を整備することで、コ

ンパクトなまちづくりを進めている。 

・既存の取組「地域交通情報プラットフォームによる地域交通の最適化事業」 

半島沿岸部では、当該地域と市中心部を結ぶ住民バスの本数が少なく、かつ、自

宅からバス停までの距離が遠いため、地域住民の地域交通に関する利便性向上が課

題となっている。 

そこで、雄勝地区及び北上地区において、2017年度に IoT/ICT技術を活用した住

民バスとカーシェアリングのマッチング等を行う実証実験に取り組んだ。 
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実績値← →推計値 

総人口の推移（1920 年～2045年） 
2015 年以前は国勢調査、2020 年以降は社人研推計値 

桃生地区 
7,035 人(36.8％) 
7,920 人(29.2％) 

北上地区 
2,307 人(43.4％) 
3,941 人(30.4％) 

河南地区 
19,062 人(32.7％) 
17,363 人(28.1％) 

河北地区 
10,382 人(38.1％) 
12,062 人(30.3％) 雄勝地区 

1,189 人(57.1％) 
4,435 人(39.0％) 

牡鹿地区 
2,365 人(49.8％) 
4,611 人(40.3％) (上段 2020 年３月) 

(下段 2010 年３月) 

石巻地区 
 99,547 人(31.3％) 
113,262 人(25.0％) 



4 

 

②今後取り組む課題 

【経済面】 

・人口減少に伴う担い手の減少 

全国的な人口減少、少子高齢化の流れに加え、東日本大震災による人口流出に直

面し、若年者が市外に転出する傾向にある等、担い手の確保が課題となっている。 

・求職・求人のミスマッチ 

復興需要による求人の増加もあり、好調な雇用情勢にあるものの、求職、求人の

ミスマッチがあり、ギャップの解消が課題となっている。 

・AIや IoT等の未来技術の導入の遅れ 

国による未来技術の活用推進が図られる中、全国的に活用事例が増えており、本

市においても様々な分野での活用に積極的に取り組んでいく必要がある。 

【社会面】 

・市内人口動態の変化及びコミュニティの崩壊 

東日本大震災に起因した半島沿岸部から内陸部への移住等により、地域コミュニ

ティが崩壊した地域が生じた。安心できる暮らしを確保するためには、今後も地域

コミュニティの再生、定着、活性化に向けた取組を継続していく必要がある。 

・復興公営住宅における高齢者の孤立化 

復興公営住宅入居者の８割が独居・２人世帯であり、約半数が高齢者であること

に加え、相談相手がいない人が約２割、心の状態も悪化傾向にある（2018 年度健康

調査結果）ことから、自死や孤立予防等の対策を講じていく必要がある。 

・公共交通の利便性の不足 

市中心部・半島沿岸部にそれぞれ拠点を整備しているが、半島沿岸部では自宅か

らバス停までの距離が遠い等、中心部への移動手段が課題となっている。 

・高齢者のデジタルデバイド 

2017年度「地域交通情報プラットフォームによる地域交通の最適化事業」では、

IoT/ICT機器を使えない高齢者が多いことが明らかとなった。Society5.0 の実現を

目指す上でも高齢者のデジタルデバイドの解消を図る必要がある。 

【環境面】 

・二酸化炭素等温室効果ガス排出量削減の目標未達成 

本市域の温室効果ガス排出量は 2014年度からほぼ横ばいで推移している。地球温

暖化防止のため、温室効果ガス排出量を削減し目標達成を目指す必要がある。 

・資源化量・リサイクル率の減少傾向 

本市の資源化量合計・リサイクル率は減少傾向にあり、資源の消費抑制と有効活

用に向けた取組をさらに推進していく必要がある。 

・環境に対する市民の意識不足 

地域の環境保全活動の中心となる環境保全リーダーのなり手不足が課題である。  



5 

 

（２） 2030年のあるべき姿 

東日本大震災により甚大な被害を受けた本市が、今後 10年間で「2030年のあるべ

き姿」を実現し、未曾有の大震災からの復興とその後の更なる飛躍を果たすために

は、震災に起因する人口減少・少子高齢化の加速化や復興公営住宅における高齢独居

世帯の増加、半島沿岸部の移動手段等といった課題解決に早急に取り組んでいく必要

があり、「ハイブリッドリユース事業」による地域経済の活性化や、「地域交通情報ア

プリケーション（ローカル版 MaaS）」、「グリーンスローモビリティ」による環境にや

さしい新たな移動手段の構築、「コミュニケーションロボット」による高齢者の孤立防

止や外出機会の創出等に取り組み、地域の中に相手を思いやる「おたがいさま」の声

があふれる支え合いのまちづくりを推進することにより、「最大の被災地から未来都市

石巻」の実現を目指す。 

 

① 地域経済活性化の実現 

  新たに整備した産業用地等への企業誘致や産業集積が進むとともに、ハイブリッ

ドリユース事業等の新産業の創出、独自の技術開発、販路拡大が図られることで、

雇用拡大と定住人口が増加し、地域経済が活性化したまちとなっている。 

② コミュニティを核とした持続可能な地域社会の実現 

 既存の公共交通と住民主体の共助のモビリティをつなげる IoT/ICT 技術を活用し

た地域交通情報アプリケーション（ローカル版 MaaS）が構築され、コミュニケーシ

ョンロボットの活用等による住民共助ネットワークとの連携が図られることによ

り、新たな移動手段が構築され、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるまち

となっている。 

また、次世代型地域包括ケアシステムの取組が市全域に展開され、コミュニティ

を核とした持続可能なまちとなっている。 

③ 災害に強いまちの実現 

石巻市防災センターを中心に、平時から防災に対する意識の維持・向上を図るた

めのソフト事業が展開され、市民一人一人が非常時のための備えに対する意識が醸

成されるとともに、地域における支援体制づくりの推進が図られ、自助・共助・公

助の防災体制が整った災害に強いまちとなっている。 

④ 低炭素社会・循環型社会の実現 

太陽光発電システムをはじめとした再生可能エネルギーの活用や、グリーンスロ

ーモビリティ等の環境負荷の少ない車の導入が促進されるとともに、ごみの減量化

と更なる資源の循環的利用が促進され、環境に配慮した行動を実践できる環境市民

が増えることで、低炭素社会・循環型社会のまちとなっている。 
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（３） 2030年のあるべき姿の実現に向けた優先的なゴール、ターゲット 

現在、2021年度を始期とする 10か年の「第２次石巻市総合計画」を策定中であり、「石巻

市まち・ひと・しごと創生総合戦略」を包含するとともに、SDGsの視点を取り入れた計画とす

ることとしている。 

※下記 KPIは、現段階では暫定的な目標設定となっている。今後、「第２次石巻市総合計画」

の策定に合わせ再設定する。 

（経済） 

ゴール、 

ターゲット番号 

ＫＰＩ 

 ４．４ 

 

８．３ 

８．９ 

９．５ 

９．ｂ 

指標：AI・RPA等調査・導入件数 

現在（2020年３月）： 

０件 

2030年： 

55件（累計） 

 ４．４ 

 

８．３ 

 

９．ｂ 

 

指標：新規雇用創出人数 

現在（2019年４月～2020年３月）： 

47人 

2030年（2020年４月～2031年３月）： 

968人（累計） 

 

東日本大震災により肥大化した業務と多様化し

た住民ニーズに的確に対応するため、Society5.0

を見据えた未来技術（AI・RPA等）の利活用を推進

し、庁内業務の簡素化・効率化を図ることで、事

務効率の改善と運用コストの削減を図る。 

また、セルロースナノファイバー（CNF）等の新

素材の活用等による新産業創出、研究開発、新規

創業等の推進を図るとともに、将来の地域経済の

担い手となる若者の人材育成を図る。 

応急仮設住宅の撤去完了後の石巻トゥモロービ

ジネスタウンのほか、沿岸部の被災市街地に新た

に整備した産業用地への企業誘致や産業集積を進

めることにより、地域産業の振興と新規雇用の創

出・拡大を目指す。 

 

新産業創出（北限のオリーブ） 

担い手育成 

産業用地 
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（社会） 

ゴール、 

ターゲット番号 

ＫＰＩ 

 ３．c 

 

11．２ 

 

17．17 

 

指標：地域互助活動実施団体数 

現在（2020年３月）： 

10団体/年 

2030年： 

80団体/年 

 11．５ 

 

17．17 

 

指標：総合防災訓練参加率 

現在（2018年 11月）： 

17.8％ 

2030年： 

38.7％ 

 

地域コミュニティの連携強化や、カーシェアリングを活用した支え合う地域活動を

通じて、地域住民の絆を強めるとともに、地域における高齢者の交通課題の解決を図

る。 

また、地域における日常生活上の助け合い活動の推進や、包括的な相談支援体制の

構築を図ることにより、高齢者のみならず障がい者や子育て世代等も対象とした次世

代型地域包括ケアシステムの確立を目指す。 

東日本大震災の教訓を踏まえ、災害時の被害を最小化する「減災」を基本方針と

し、たとえ被災しても人命が失われず、経済的被害ができるだけ少なくなるよう、防

潮堤の整備等を進めるとともに、地域への防災資機材の配備促進や総合防災訓練の実

施等により、地域における防災力の向上、防災意識の醸成を図る。また、行政、防災

関係機関、市民、事業所、自主防災組織、町内会や自治会等の様々な主体の役割分担

を明確にしながら、ハード・ソフトを組み合わせた取組を一体となって進めていくこ

とにより、災害に強いまちを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コミュニティカーシェアリング推進 

総合防災訓練 
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（環境） 

ゴール、 

ターゲット番号 

ＫＰＩ 

 ７．a 

 

12．５ 

 

13．３ 

 

指標：市域の温室効果ガス排出量 

現在（2018年３月）： 

1,322千ｔ-CO2/年 

2030年： 

1,057千ｔ-CO2/年 

 12．５ 

 

13．３ 

 

指標：ごみリサイクル率 

現在（2020年３月）： 

12.1％ 

2030年： 

15.7％ 

 

太平洋に面し日照時間が長いという地域特性を生かし、一般家庭等への太陽光発電

システムの普及促進を図るほか、風力エネルギーやバイオマスエネルギー等の再生可

能エネルギーについても導入の可能性について検討を進めることにより、二酸化炭素

等温室効果ガス排出量を削減し、低炭素社会の実現を目指す。 

東日本大震災後の復旧・復興事業の進展に伴い増加傾向にある事業系ごみの排出量

の抑制を図るとともに、日常生活における家庭系ごみの一層の減量化及び再資源化の

ための適正な分別の徹底、３R（リデュース・リユース・リサイクル）を推進すること

により、循環型社会の構築を目指す。 

環境教育を展開する場所・機会の充実を図ることにより、環境問題の本質を理解

し、積極的に環境に配慮した行動ができる「環境市民」の育成を図る。 
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